
2 　手　　続

ここではまず，事務組合の規約の変更の手続について扱うこととする。規約

の変更とは，287条が規定している

規約事項の内容を変更する手続をい

う。

規約変更の手続の流れを図に示し

てみると，〔図 4－ 5〕のようにな

る。

事務組合の設立手続の揚合と同様

に，実際の規約変更手続を進めるに

当たっては，286条に定められてい

る手続に入る前に次のような事実上

の手続を必要とする。ここでは，そ

のような手続の過程を「事実上のプ

ロセス」と呼び，286条に定める手

続（法定上のプロセス）と区別して

述べることとする。

⑴　事実上のプロセス

ア　規約変更の発案

まず，事務組合の構成団体のいず

れかが規約変更の発案を行うことか

ら当該プロセスは始まる。規約変更

の発案は関係地方公共団体のいずれの団体でもなし得る。しかし，当該事務組

合の議会が規約変更の発案及び許可申請を行うことはできないこととされてい

る。

イ　事実上の協議

14）

15）

14） 大正15年 7 月24日行政実例。

〔図 4－ 5〕　規約変更手続の流れ
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構成団体の事実上の協議（規約変更案を作成）

構成団体の長の協議
（公法上の合同行為）

総務大臣（都道府県知事）に対して変更
許可申請（法286条）

構成団体の長が規約変更の議案を議会に
提出（新規約案及び新旧対照表を添付）

議会の議決（法290条）（議会は賛成か反
対かの議決，修正権なし）

変 更 許 可

その他の組合
（市町村，特別
区が加入し都
道府県が加入
しない組合）

都道府県知事

都道府県の加
入する組合

総務大臣

構成団体が複数
の都道府県にわ
たる場合

〈変更許可権者
に対する事実上
の連絡・調整〉

総務大臣が関係
都道府県知事の
意見を聴いて変
更を許可する
（法293条）

第６章　 連携協約の仕組み

広域行政が進展していく中で，我が国の基礎的自治体を取り巻く状況にも大

きな変化が生じている。2012（平成24）年 1月に国立社会保障・人口問題研究

所が公表した「日本の将来推計人口」によれば，我が国の人口は，2026（平成

38）年に 1億 2千万人を下回り，2048（平成60）年には 1億人を下回ると予想

されている。

このような人口減少が進む中においても，人々は国土に点在して生活し，か

つ，高齢化により単独世帯が増加するため，基礎的行政サービスの安定的な提

供は一層重要なものとなっていく。このため，住民の日常生活を支え，かつ，

地域経済をけん引していく核となる都市やその圏域を形成し，基礎的サービス

を持続可能な形で提供していく必要があり，このような観点に立った新たな広

域連携制度の仕組みの創設が必要であると考えられている。

このような状況の下で，2013（平成25）年 6月25日に第30次地方制度調査会

答申（大都市制度の改革及び基礎的自治体の行政サービスの提供体制に関する答申）

が取りまとめられた。当該答申の中で，現行の事務の共同処理の問題も取り上

げられ，現在の一部事務組合や協議会について迅速な意思決定が困難ではない

か，機関等の共同設置については中心的な役割を果たす市町村の負担が大きい

のではないか，事務の委託については委託団体が受託団体から事務処理の状況

等の情報を把握することが困難なのではないか等の指摘があることについて触

れられている。

答申は，このような課題も踏まえつつ，現行の事務の共同処理の制度に加

え，より弾力的な広域連携の制度を創設することを求めた。すなわち，人口減

少・少子高齢社会においては，中心市と近隣市町村が相互に役割分担を行い連

携・協力することにより，圏域全体の活性化を図ることを目的とする定住自立

圏のような仕組みが重要であり，このような取組を促進するため，既存の共同

処理方式に加え，柔軟な連携を可能とする制度の整備が必要である旨を提唱し

た。すなわち，現行の定住自立圏形成協定においては，事務の共同処理を実施
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